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１．調査の目的

○ これまでに実施してきた各施策に関する各建設企業における取組状況および施策の現場への
浸透状況等を総合的に把握し、社会保険等未加入対策の目標達成を見据えた加入徹底方策を
検討することを目的とする。

２．調査の概要

社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査について

【調査対象】

全国約２００現場（民間建築工事）の元請及び下請企業を

【調査対象】

社会保険未加入対策推進協議会に参加する建設業者

現場別調査（サンプル調査） 企業別調査（団体会員企業）

1

全国約２００現場（民間建築工事）の元請及び下請企業を
対象としたサンプル調査を実施

【調査期間】

平成２６年１２月９日（火）～１２月１９日（金）

【回答状況】

３，３２７件

社会保険未加入対策推進協議会に参加する建設業者
団体に所属する会員企業

【調査期間】

平成２６年１２月１６日（火）～平成２７年１月８日（木）

【回答状況】

２，９１６件

主な設問項目

○企業・作業員の社会保険等の加入状況（現場別アンケートのみ） ○社会保険等加入状況の確認・指導の状況

○法定福利費を内訳明示した見積書への対応

○法定福利費を内訳明示した見積書の注文者への提出有無

（○建退共の活用状況）

※今回の公表結果は、速報値であり、最終的な調査結果は、調査期間後に回答があったものも含め年度内に公表。



社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

民間（建築）工事における社会保険等への加入状況について【全体（現場別調査）】

○ サンプル調査を行った民間建築工事における企業、作業員の健康保険、厚生年金保険、雇用保険の加入率は、
企業別で健康保険７３．２％、厚生年金６８．３％、雇用保険７１．４％、作業員別で健康保険６６．６％、厚生年
金６７．１％、雇用保険７８．３％。

企業別

73.2%

18.6%

8.2%
＜健康保険＞

68.3%

21.6%

10.1%
＜厚生年金保険＞

(N=2602)

71.4%

18.1%

10.5%
＜雇用保険＞

(N=2604)(N=2605)

78.3%

17.7%

3.9%
＜雇用保険＞

加入 未加入 適用除外

2

作業員別

加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外 加入 未加入 適用除外

66.6%

33.0%

0.4%
＜健康保険＞

加入 未加入 適用除外

(N=62584)

67.1%

32.2%

0.7%
＜厚生年金保険＞

加入 未加入 適用除外

(N=61998)
(N=59445)

※調査対象となった現場は、同一の企業から複数の提供を受けていることもあり、回答数には同一企業のものが重複しているケースがある。
※企業別は、基本的に施工体制台帳（再下請負通知書）等の提供を受けて集計。作業員別は現場の施工体制に属する企業において作業員名簿をもとに集計を行ってもらった。
※健康保険（作業員別）：【加入】協会けんぽ、組合管掌健康保険、全国土木建築国民健康保険組合、建設国保、【未加入】市町村国民健康保険、その他、未加入・空欄
※厚生年金保険（作業員別）：【加入】厚生年金、受給者、【未加入】国民年金、その他、未加入・空欄
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〈健康保険〉

社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

民間（建築）工事における社会保険等への加入状況について【下請次数別（現場別調査）】

○ 下請次数別では、企業別・作業員別ともに、一次下請でかなり高く、二次下請以下で低い。

企業別

(N=10)

(N=1097)

(N=1241)

作業員別

58.8%

70.1%

55.6%

62.0%

40.8%

29.5%

43.7%

36.9%

0.5%

0.3%

0.7%

1.1%
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〈健康保険〉

加入 未加入 適用除外

(N=2474)

(N=2868)

(N=43854)

(N=12053)

53.5%

76.4%

40.5%

45.0%

45.7%

23.1%

58.1%

53.3%

0.8%

0.5%

1.4%

1.8%

0% 50% 100%

元請

一次

二次

三次以下

〈厚生年金保険〉

加入 未加入 適用除外

(N=2282)

(N=2877)

(N=43787)

(N=11734)

56.4% 24.9%
18.7%

三次以下

加入 未加入 適用除外

(N=257)
49.0% 31.9%

19.1%
三次以下

加入 未加入 適用除外

(N=257)
58.8% 26.8%

14.4%
三次以下

加入 未加入 適用除外
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(N=257)

60.5%

86.4%

55.8%

57.8%

36.5%

11.0%

36.1%

34.0%

3.0%

2.5%

8.1%

8.2%

0% 50% 100%

元請

一次

二次

三次以下

〈雇用保険〉

加入 未加入 適用除外

(N=2405)

(N=42391)

(N=11131)

(N=2244)



社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

法定福利費を内訳明示した見積書の活用について【下請企業への提出指導】

○ 下請企業に対して法定福利費を内訳明示した見積書の提出を全部又は一部の下請契約で指導した企業
は現場別調査で２１．３％、企業別調査で２１．８％。

○ 法定福利費を含んだ見積書の提出を指導した場合を含めると、現場別調査で４５．１％、企業別調査で
５８．７％。

現場別調査 企業別調査

全ての下請契約で法定福利費を内訳

明示した見積書を提出するよう指導して

いる

(N=1919)全ての下請契約で法定福利費を内訳

明示した見積書を提出するよう指導し

た

(N=1988)

4

284 
14.8%

479 
25.0%

135 
7.0%

229 
11.9%

792 
41.3%

いる

全ての下請契約で内訳明示はしないが

法定福利費を含んだ見積書を提出する

よう指導している

一部の下請契約で法定福利費を内訳

明示した見積書を提出するよう指導して

いる

一部の下請契約で内訳明示はしないが

法定福利費を含んだ見積書を提出する

よう指導している

特に指導していない

312
15.7%

328
16.5%

112
5.6%

145
7.3%

1091
54.9%

た

全ての下請契約で内訳明示はしないが

法定福利費を含んだ見積書を提出する

よう指導した

一部の下請契約で法定福利費を内訳

明示した見積書を提出するよう指導し

た

一部の下請契約で内訳明示はしないが

法定福利費を含んだ見積書を提出する

よう指導した

特に指導していない



社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

法定福利費を内訳明示した見積書の活用について【下請企業からの提出状況】

○ 下請企業からの提出状況について、現場別調査では３４．９％が全て又は一部の下請企業から提出を受
けている。また、企業別調査では、２３．７％が提出をかなり又はおおむね受けている。

○ 一方で、現場別調査では６５．０％が提出を受けておらず、企業別調査で５９．８％がほとんど又はまったく
提出を受けていない状況。

かなりある（８割以上）

現場別調査 企業別調査

(N=1988) (N=1919)
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174 
9.1%

280 
14.6%

317 
16.5%

587 
30.6%

561 
29.2%

かなりある（８割以上）

おおむねある（５～８割程度）

あまりない（３～５割程度）

ほとんどない（１～３割程度）

まったくない（１割未満）

251
12.6%

444
22.3%

1293
65.0%

全ての下請企業から提出があった

一部の下請企業から提出があった

なかった



社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

法定福利費を内訳明示した見積書の活用について【提出を受けた結果（現場別調査）】

○ 内訳明示した見積書の提出を受けた結果、５４．１％で内訳明示された法定福利費を含む見積金額全額を
支払う契約としている。

○ 見積総額は減額したが、法定福利費は減額しないとした場合を含めると８５．２％。

54.1%

31.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

内訳明示された法定福利費を含む見積金額全額を支

払う契約とした

見積総額は減額したが法定福利費は減額しない契約と

現場別調査
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31.1%

4.2%

8.1%

3.2%

1.4%

5.0%

見積総額は減額したが法定福利費は減額しない契約と

した

内訳明示された法定福利費の一部のみ減額して支払う

契約とした

法定福利費の一部を含めて減額して契約した

法定福利費の請求は認めない契約とした

受け取らなかった

その他(N=695) 複数回答可



社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

法定福利費を内訳明示した見積書の活用について【注文者への提出状況】

○ 注文者に対する内訳明示した見積書の提出について、現場別調査では３０．６％が提出、企業別調査では
３２．６％がほとんど又はおおむね提出している。

○ 一方で、現場別調査では６９．４％が提出せず、企業別調査では４８．３％がほとんど又はまったく提出して
いない状況。

現場別調査 企業別調査

107 

29 
1.7% ほとんどの工事で提出している（８割以上）

(N=3155) (N=1719)

7

966
30.6%

2189
69.4%

提出した

提出しなかった

293 
17.0%

268 
15.6%

192 
11.2%

309 
18.0%

521 
30.3%

107 
6.2% おおむね提出している（５～８割程度）

あまり提出していない（３～５割程度）

ほとんど提出していない（１～３割程度）

まったく提出していない（１割未満）

取組自体がよくわからない。

その他



社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

法定福利費を内訳明示した見積書の活用について【注文者へ提出しなかった理由】

○ 注文者に対して内訳明示した見積書を提出しなかった理由として、現場別調査・企業別調査ともに、「注文
者から提出するよう指示がなかった」が圧倒的に多い。（現場別調査４４．９％、企業別調査５６．２％）

現場別調査 企業別調査

8.8%

2.8%

44.9%

0% 20% 40% 60%

受注競争上不利になる

注文者との関係で提出できる雰囲気ではなかっ

た

注文者から提出するよう指示がなかった

20.2%

12.7%

56.2%

0％ 20％ 40％ 60％

受注競争上不利になる

注文者との関係で提出できる雰囲気ではな

かった

注文者から提出するよう指示がなかった
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44.9%

7.9%

21.4%

11.7%

18.5%

0.2%

0.3%

14.9%

注文者から提出するよう指示がなかった

注文者が総価しか見ないなど、提出しても意味

がないと考えたため

法定福利費の計算方法が難しくてよくわからな

いなど、自社で作成することが困難であるため

見積書が指定された様式であった

同業他社が提出していない

以前に提出したが受け取ってもらえなかった

注文者から提出しないように指示された

その他

56.2%

30.1%

15.1%

17.3%

25.5%

3.3%

1.2%

19.3%

7.8%

注文者から提出するよう指示がなかった

注文者が総価しか見ないなど、提出しても意

味がないと考えたため

法定福利費の計算方法が難しくてよくわから

ないため、自社で作成することが困難であ…

見積書が指定された様式であった

同業他社が提出していない

以前に提出したが受け取ってもらえなかった

注文者から提出しないように指示された

公共工事ではないから

その他
(N=2189) 複数回答可 (N=1022) 複数回答可



社会保険等加入及び法定福利費を内訳明示した見積書に関する実態調査

法定福利費を内訳明示した見積書の活用について【注文者へ提出した結果】

○ 注文者に対して内訳明示した見積書を提出した結果、現場別調査・企業別調査ともに「内訳明示した法定

福利費を含む見積金額全額が支払われる契約となった」が最も多い。（現場別調査５８．２％、企業別調査
３６．３％）

現場別調査 企業別調査

58.2%

17.6%

0% 20% 40% 60% 80%

内訳明示した法定福利費を含む見積金額

全額が支払われる契約となった

見積総額は減額されたが法定福利費は減

額されない契約となった

36.3%

27.4%

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

内訳明示した法定福利費を含む見積金額

全額を支払われる契約となった

見積総額は減額されたが法定福利費は減

額されない契約となった
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1.7%

7.9%

6.7%

0.6%

7.3%

額されない契約となった

内訳明示された法定福利費の一部のみ減

額して支払われる契約となった

法定福利費の一部を含めて減額された契

約となった

法定福利費の請求は認められない契約と

なった

受け取ってもらえなかった又は受け取っても

らえたが無視された

その他

6.0%

24.8%

15.1%

8.0%

11.5%

額されない契約となった

内訳明示された法定福利費の一部のみ減

額して支払われる契約となった

法定福利費の一部を含めて減額された契

約となった

法定福利費の請求は認められない契約と

なった

受け取ってもらえなかった又は受け取っても

らえたが無視された

その他

(N=966) (N=1062) 複数回答可



○ 厚生年金保険及び雇用保険の適用状況をみると、適用事業所数・被保険者数ともに増加している。

適用事業所数 被保険者数

「厚生年金保険」「雇用保険」の適用事業所数・被保険者数の推移

100.1

104.2

97.8 96.3

100.2 101.7

92.0
94.0
96.0
98.0

100.0
102.0
104.0
106.0

厚生年金適用事業所数の推移

（平成23年＝100）

100.0

103.4

99.5

98.0

100.7
101.6

97.0
98.0
99.0

100.0
101.0
102.0
103.0
104.0 厚生年金被保険者数の推移（平成23年＝100）

出典：厚生労働省「厚生年金保険業態別規模別適用状況調」 「雇用保険事業年報」より国土交通省にて作成 10

92.0
H23 H24 H25

（各年９月１日現在）

建設業 製造業 全産業

101.8 103.1

98.3 96.1

100.8
101.7

92.0
94.0
96.0
98.0

100.0
102.0
104.0

H23 H24 H25
（年度末）

雇用保険適用事業所数の推移

（平成23年＝100）

建設業 製造業 全産業

101.8

105.1

98.6
98.1

100.9

102.4

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

H23 H24 H25
（年度末）

雇用保険被保険者数の推移（平成23年＝100）

建設業 製造業 全産業

98.0
97.0

H23 H24 H25
（各年９月１日現在）

建設業 製造業 全産業



社会保険等の加入状況（公共事業労務費調査より）【速報値】

74.6% 74.6%

76.2%

79.2%

72.4%

69.3%
70%

75%

80%

社会保険加入率の推移

○３保険とも加入している技能労働者は、H２５．１０調査から約５．６ポイント上昇。（速報値）

※平成23年10月、平成24年10月、平成25年10月及び平成26年10月公共事業労務費調査結果
※平成26年10月調査は速報値

60.1%
61.2%

66.4%

58.5%

59.9%

64.0%

69.3%

56.7%
57.9%

61.7%

67.3%

55%

60%

65%

H23 H24 H25 H26

雇用保険 健康保険 年金保険 ３保険
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【法定福利費が内訳明示された見積書の提示に係る下請負人への働きかけ】

平成２６年度 下請取引実態調査の結果

○ 平成２５年１０月以降に締結した下請契約に際して、元請負人が下請負人に対し、法定福利費が明示された見積
書の提示を、「全ての下請契約で働きかけている」又は「一部の下請契約で働きかけている」との回答は合わせて
２８．７％。

○ 法定福利費が内訳明示された見積書の提示を働きかけていない理由としては、「必要な法定福利費相当額を契約
金額に含めて支払っており、活用する必要がないため」（３２．０％）が最も多い。

20.8%

17.3%

34.9%

19.0%

10.3%

9.6%

10.8%

9.7%

1.5%

1.3%

0.5%

0.9%

1.3%

46.2%

39.6%

43.6%

42.7%

21.4%

33.0%

9.9%

27.4%

知事特定

大臣一般

大臣特定

全体

1

2

3

4

全ての下請契約で提示するよう働きかけている

一部の下請契約では提示するよう働きかけている

以前は提示するよう働きかけていたが、現在は働きかけて
いない
現在は働きかけていないが、今後締結する下請契約では働

【法定福利費が内訳明示された見積書の提出を働きかけていない理由】
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【下請負人の法定福利費が内訳明示された見積書（標準見積書）の活用状況】

平成２６年度 下請取引実態調査の結果

○ 法定福利費が内訳明示された見積書（標準見積書）の活用状況については、「全ての工事で提出している」又は
「一部の工事で提出している」との回答は合わせて３１．６％。

○ 標準見積書を提示しない理由としては、「注文者が提出を求めてこなかった」（３３．０％）との回答が最も多い。知
事一般建設業者に関しては、「そもそも法定福利費を内訳明示した見積書のことを知らない」（３５．５％）が最も多
い。

15.5%

14.3%

21.0%

14.9%

17.2%

17.0%

24.8%

16.7%

6.0%

4.9%

6.9%

5.2%

61.3%

63.7%

47.2%

63.2%

知事特定

大臣一般

大臣特定

全体

1

2

3

全ての工事で提出している

一部の工事で提出している

提出していない（法定福利費が内訳明示された見積書は作成済み）

【下請負人が標準見積書を提示しない理由】
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平成２６年度 下請取引実態調査の結果

○ 健康保険、年金保険、雇用保険の３保険全てにおいて昨年度より加入状況が改善。

○ 全ての許可区分別において、加入率が９０％を超え、各保険とも加入状況の改善が進んでいる。

0.0% 0.4% 0.3%
8.8%

100%

未加入
3.6% 4.1%

2.4% 1.3% 1.5% 1.4% 1.9% 1.7%

5.4% 6.7%

1.7% 0.0% 0.4% 0.0%
3.7%

100%

未加入

3.0% 0.0% 0.8% 0.2% 6.4%
100%

健康保険の加入状況 年金保険の加入状況 雇用保険の加入状況

95.8%94.2%
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26.0%

30.7%

38.5%

24.0%

36.2%

43.9%

53.3%

22.8%
30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

平成２６年度 下請取引実態調査の結果

【未加入企業の今後の社会保険等への加入意向】

【今後加入する理由】

【今後も加入しない理由】

35.0%

62.8%

47.0%

37.2%

53.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25

H26
今後加入

今後も未加入

○ ３保険のいずれかで未加入と回答している企業のうち、「今後加入する」と回答した企業は４７．０％で昨年度より低下。

○未加入と回答した企業が今後加入する理由として、「①許可行政庁から指導を受けたから」（２９．３％）、「④未加入だと元請
負人から工事を受注できないから」（２２．１％）が多い。

○ 今後も加入しない理由として、「⑬自社には加入させるべき技能労働者がいない」（３８．５％）、「⑨経営の先行きが不透明
で経費増となる加入に踏み切れない」（３０．７％）が多い。

0.7%
3.7%

1.0%

14.9%

6.1%
3.0%

7.1% 2.7% 3.0% 5.7%

17.2%

6.1%

13.0%
10.2%

15.0%

4.9%

14.2%

2.4% 1.2%

6.5%

20.7%
22.8%

7.7%

0.0%

10.0%

20.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮

H26

H25

①公共工事の発注者や元請負人が、法定福利相当額を含む契約額の引き上げに応じて

くれない。

②公共工事において、請け負った金額が低く、法定福利費が捻出できない。

③民間工事の発注者や元請負人が、法定福利相当額を含む契約額の引き上げに応じて

くれない。

④民間工事において、請け負った金額が低く、法定福利費が捻出できない。

⑤受注者の立場では、発注者や元請人に対し、法定福利費を求めづらい。

⑥赤字補填や運転資金に充当する必要があり、社会保険等に加入する余裕がない。

⑦建設機械の購入など他の用途に充当したい。

⑧他社との競争上、法定福利費を負担することができない。

⑨経営の先行きが不透明で経費増となる加入に踏み切れない。

⑩加入させるためにいくら必要なのかがわからない。

⑪加入させるための手続きがよくわからない。

⑫技能労働者本人が加入したがらない。

⑬自社には加入させるべき技能労働者がいない。

⑭いずれ廃業する予定である。

⑮その他

29.3%

19.0%
19.4% 22.1%

1.5% 3.4%

19.4%

22.6%

31.3%

19.2%

26.4%

0.7% 1.7%

14.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

H26

H25

①許可行政庁から指導を受けたから

②未加入だと入札資格審査を受けられないから

③元請負人から指導を受けたから

④未加入だと元請負人から工事を受注できないから

⑤今回、公共工事設計労務単価が上昇したから

⑥元請人が法定福利費を考慮してくれるようになったから

⑦その他 15


